
〇 …地方創生臨時交付金活用事業

■ …物価高騰に対する事業者等への支援

【　総　務　費  （補正額 154,444 千円）　】

1 コミュニティ助成事業補助金（一般コミュニティ助成事業） 2,200 千円

2 窓口業務ＤＸ推進事業費 140,529 千円

3 防災設備等整備事業費 9,815 千円

4 コミュニティ助成事業補助金（地域防災組織育成事業） 1,900 千円

【　民　生　費  （補正額 440,477 千円）　】

〇 5 障がい者就労支援事業費 5,623 千円

6 心のバリアフリー推進事業費 957 千円

〇 ■ 7 介護給付費等事業費 62,701 千円

〇 ■ 8 障がい児通所給付費等事業費 3,504 千円

〇 ■ 9 地域生活支援事業費 5,463 千円

〇 ■ 10 介護保険サービス事業所物価高騰対応助成費 203,762 千円

11 小児医療助成費 30,248 千円

〇 ■ 12 法人立保育所運営費等助成事業費 103,599 千円

13 法人立保育所等施設整備助成事業費 11,289 千円

法人立認可保育所の再整備費用に対する助成額を増額するもの

地域防災力の強化のため、防災資機材を購入する自主防災組織に対する補助金

物価高騰により、企業等の活動自粛の影響を受ける障がい者の就労機会等の拡充を図る
ために、事業所等相談会を開催する経費

エネルギーや食料品価格等の高騰に対する、障がい福祉サービス事業所への支援に係
る経費

市内事業者における合理的配慮に対する意識啓発を目的とした、コミュニケーションボー
ドの作成に要する経費

エネルギーや食料品価格等の高騰に対する、市内の法人立保育所等への支援に係る経
費

自治会・町内会の地域コミュニティ活動に必要な備品の整備に対する補助金

令和５年度  ６月補正　一般会計事業の概要

住民異動届とその関連手続きに係る市民の負担軽減及び事務の効率化等を目的に、「書
かないワンストップ窓口」を導入する経費

民間所有の建築物を津波避難ビルとして整備する経費に対する補助金

エネルギーや食料品価格等の高騰に対する、障がい児通所事業所への支援に係る経費

エネルギーや食料品価格等の高騰に対する、地域活動支援センター等への支援に係る
経費

エネルギーや食料品価格等の高騰に対する、介護保険サービス事業所への支援に係る
経費

小児医療費助成制度の対象年齢を、令和６年４月から１８歳まで拡大するために必要なシ
ステム改修等に係る経費
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〇 ■ 14 幼児教育振興助成費 480 千円

〇 ■ 15 放課後児童健全育成事業費 5,052 千円

16 生活保護適用措置関係事務費 7,799 千円

【　衛　生　費  （補正額 233,270 千円）　】

〇 ■ 17 救急医療対応病院物価高騰対応助成費 40,593 千円

〇 ■ 18 ふれあい入浴事業費 898 千円

19 火葬場整備事業費 4,763 千円

20 感染症対策事業費 178,728 千円

21 ごみ減量推進事業費 8,288 千円

【　農林水産業費  （補正額 179,364 千円）　】

〇 ■ 22 農業者等原油価格・物価高騰対応助成費 178,302 千円

23 産地競争力強化事業費 1,062 千円

【　商　工　費  （補正額 687,500 千円）　】

24 地域経済消費支援事業費 650,000 千円

〇 25 観光施設移動円滑化補助事業費 37,500 千円

【　土　木　費　  （補正額 12,182 千円）　】

26 一色川改修費 12,182 千円

エネルギー価格等の高騰に対する、市内幼稚園（新制度移行園）等への支援に係る経費

エネルギー価格等の高騰に対する、放課後児童クラブへの支援に係る経費

農畜産物の生産に必要となる各種生産資材（肥料・燃油・配合飼料等）価格の高騰に対す
る、市内農業者への支援に係る経費

新型コロナウイルスワクチンの個別接種を実施する診療所の支援に係る経費

藤沢聖苑の中央監視装置等の改修に係る経費

生活保護基準の改定によるシステム改修及び、生活保護業務における預貯金調査オンラ
イン照会サービスの導入に係る経費

エネルギー価格等の高騰に対する、救急医療対応病院への支援に係る経費

生ごみ処理器（コンポスト・キエーロ）の購入費助成に係る経費を増額するもの

エネルギー価格等の高騰に対する、一般公衆浴場への支援に係る経費

市内認定農業者が導入する、農地利用の効率化に向けて必要な農業用設備等に対する
交付金

観光施設をスムーズに利用してもらえるよう、キャッシュレス対応の自動券売機及び自動改
札機の設置費用の一部を補助するもの

仮設工における補助工法の追加及び砕石等の処分に関する費用が必要となったことから
増額するもの

市内の店舗等でキャッシュレス決済を利用した際に一定のポイントを還元し、そのポイント
還元相当分を市で負担する経費
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【　教　育　費  （補正額 66,257 千円）　】

〇 27 学校給食材料費 59,472 千円

〇 28 中学校給食運営管理費 6,785 千円

物価高騰の影響を保護者が負担する給食費に転嫁することなく、円滑に給食を提供する
ための給食食材に係る経費

物価高騰の影響を保護者が負担する給食費に転嫁することなく、円滑に給食を提供する
ための給食食材に係る経費
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